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第第６６編編  計計画画のの進進行行管管理理  

 

計計画画のの推推進進ににああたたっっててはは、、社社会会情情勢勢のの変変化化やや施施策策・・事事業業のの成成果果をを定定期期的的にに把把握握・・評評価価しし、、適適切切

なな見見直直ししをを継継続続的的にに行行っってていいくくここととがが重重要要でですす。。そそののたためめ、、計計画画のの進進行行管管理理はは、、環環境境ママネネジジメメンントト

シシスステテムムのの考考ええ方方（（PPDDCCAA ササイイククルル））にに基基づづきき、、計計画画のの策策定定（（PPllaann））、、事事業業のの実実施施・・運運用用（（DDoo））、、実実施施

状状況況等等のの点点検検及及びび評評価価（（CChheecckk））、、事事業業内内容容のの見見直直しし（（AAcctt））のの一一連連ののササイイククルルにによよりり実実施施ししまますす。。  

計計画画のの進進捗捗状状況況等等はは、、市市町町村村、、関関係係機機関関・・団団体体等等ととのの情情報報共共有有をを図図りり、、奈奈良良県県環環境境審審議議会会ををはは

じじめめ各各分分野野ににおおけけるる協協議議会会ななどど様様々々なな機機会会をを活活用用ししてて検検討討・・評評価価すするるととととももにに、、広広くく県県民民へへのの情情報報

提提供供にに努努めめまますす。。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

PPDDCCAAササイイククルルにによよるる進進行行管管理理  

継継続続的的改改善善 

Do（実施・運用） 
○施策・事業の実施 

○事業実施における環境配慮 

Plan（計画） 
○施策・事業の立案・検討 

○必要に応じ計画改定 

○新規事業の創出 

Check（点検・評価） 
○環境状況の把握 

○施策・事業成果の評価 

○事業進捗の概要等で公表 

Act（見直し） 
○施策・事業の見直し 

○計画見直し等の検討 
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１１．．環環境境分分野野にに係係るる国国内内外外のの動動向向  

（（１１））世世界界のの動動ききににつついいてて 

分分野野 国国外外のの動動向向 

気候変動 

エネルギー 

○2023 年に国連気候変動枠組条約締約国会議（COP28）において、パリ協定の進捗評価であるグローバル・ストック

テイクが初めて実施された。 

 ・パリ協定では、世界の平均気温上昇を産業革命前に比べて 2℃より十分低く保ち、できれば 1.5℃以内に抑えるこ

とが国際的な目標として掲げられている。 

 ・1.5℃目標達成のための緊急的な行動の必要性が強調されるとともに、2025 年までの世界全体の排出量のピーク

アウトの必要性を認識。 

 ・具体的な行動として、化石燃料からの移行、脱炭素・低炭素技術の促進、持続可能なライフスタイルと持続可能な

消費・生産パターンへの移行などが決定。 

○ドイツ、アメリカ、EUなど各国が水素の国家戦略を策定し、取組を強化しており、水素関連技術やプロジェクトに対し

て投資が行われている。 

生物多様性 

自然再興 

○2022年に生物多様性に関する世界目標の「昆明・モントリオール生物多様性枠組」が採択された。※1 

 ・自然を回復軌道に乗せるため、生物多様性の損失を止め反転させる緊急の行動として、2030 年ミッションと 23 の

グローバルターゲットを決定。（グローバルターゲット：2030 年までに陸と海の 30％以上を健全な生態系として効果

的に保全する「30by30目標」 等）※2、※3 

○企業による自然分野の環境情報開示に関する動きとして、民主導で自然分野に関する TNFD（自然関連財務情報

開示タスクフォース）が立ち上がり、2023 年 9 月には「提言」を含む自然関連財務情報の開示に関する一連の枠組

みが示され、また、SBTs for Nature（自然に関する科学に基づく目標設定）の基準策定が進んでいる。※4 

資源循環 

化学物質 

○国連・G7・G20 等の国際会議において、「天然資源利用」「環境影響」と「経済成長」のデカップリング（天然資源の利

用や環境影響を抑えつつ経済を活性化）や、循環経済（サーキュラーエコノミー）、資源効率性が、環境課題に対処

する重要なツールであることが議論されている。 

○世界レベルで循環経済への移行が加速化し再生材需要が増加している。 

 ・EU では、バッテリー規則（2023 年施行）による廃バッテリーの回収義務化やバッテリー製造時の再生材利用の義

務化、エコデザイン規則（2024 年施行）による循環性製品の明確化、トレーサビリティーの確保、売れ残り繊維製

品・履物の廃棄禁止が定められた。※5、※6 

○2023年 9月に第 5回国際科学物質管理会議で「化学物質に関するグローバル枠組み」が採択された。 

 ・従来の条約等に基づく規制的手法ではなく、多様な分野における、多様な主体（政府、政府間組織、市民社会、産

業界、学術等）による自主的な枠組み。 

 ・「化学物質と廃棄物の適正管理のための法的枠組み・組織的メカニズム・能力の実装」等の戦略的目的やターゲッ

トが設定。 

○プラスチック汚染対策について、法的拘束力のある国際文書（条約）の策定に向けて議論されている。※7 

その他 ○2024年 3月の国連環境総会（UNEA6）にてシナジー促進決議が採択された。 

 ・気候変動、生物多様性の損失、汚染の３つの世界的危機を統合的に対処し、SDGs の達成に貢献するため「取組

間のシナジーの発揮が重要」とされた。※8 

出典及び参考 ※1「昆明・モントリオール生物多様性枠組」（環境省 HP）、※2：「昆明・モントリオール生物多様性枠組－ネイチャー

ポジティブの未来に向けた 2030 年世界目標－」（環境省）、※3：「30ｂｙ30」（環境省 HP）、※4：令和 7 年版環境白書・循環型社会白

書・生物多様性白書（環境省 HP）、※5：「循環経済をめぐる世界・日本の状況」（内閣府 HP）、※6：「循環経済への移行加速化パッケ

ージの策定」（環境省 HP）、※7：「海洋プラスチック汚染を始めとするプラスチック汚染対策に関する条約」、※8：「国内外の最近の動

向（報告）」（環境省 2025年 3月）  

https://www.env.go.jp/nature/biodiversity/kmgbf.html
https://www.biodic.go.jp/biodiversity/about/treaty/gbf/kmgbf.html
https://www.biodic.go.jp/biodiversity/about/treaty/gbf/kmgbf.html
https://policies.env.go.jp/nature/biodiversity/30by30alliance/
https://www.env.go.jp/policy/hakusyo/r07/pdf.html
https://www.env.go.jp/policy/hakusyo/r07/pdf.html
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/economiccirculation/pdf/gaiyou.pdf
https://www.env.go.jp/council/content/03recycle03/000293460.pdf
https://www.env.go.jp/council/content/03recycle03/000293460.pdf
https://www.env.go.jp/water/inc.html
https://www.env.go.jp/content/000301471.pdf
https://www.env.go.jp/content/000301471.pdf
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１１．．環環境境分分野野にに係係るる国国内内外外のの動動向向  

（（１１））世世界界のの動動ききににつついいてて 

分分野野 国国外外のの動動向向 

気候変動 

エネルギー 

○2023 年に国連気候変動枠組条約締約国会議（COP28）において、パリ協定の進捗評価であるグローバル・ストック

テイクが初めて実施された。 

 ・パリ協定では、世界の平均気温上昇を産業革命前に比べて 2℃より十分低く保ち、できれば 1.5℃以内に抑えるこ

とが国際的な目標として掲げられている。 

 ・1.5℃目標達成のための緊急的な行動の必要性が強調されるとともに、2025 年までの世界全体の排出量のピーク

アウトの必要性を認識。 

 ・具体的な行動として、化石燃料からの移行、脱炭素・低炭素技術の促進、持続可能なライフスタイルと持続可能な

消費・生産パターンへの移行などが決定。 

○ドイツ、アメリカ、EUなど各国が水素の国家戦略を策定し、取組を強化しており、水素関連技術やプロジェクトに対し

て投資が行われている。 

生物多様性 

自然再興 

○2022年に生物多様性に関する世界目標の「昆明・モントリオール生物多様性枠組」が採択された。※1 

 ・自然を回復軌道に乗せるため、生物多様性の損失を止め反転させる緊急の行動として、2030 年ミッションと 23 の

グローバルターゲットを決定。（グローバルターゲット：2030 年までに陸と海の 30％以上を健全な生態系として効果

的に保全する「30by30目標」 等）※2、※3 

○企業による自然分野の環境情報開示に関する動きとして、民主導で自然分野に関する TNFD（自然関連財務情報

開示タスクフォース）が立ち上がり、2023 年 9 月には「提言」を含む自然関連財務情報の開示に関する一連の枠組

みが示され、また、SBTs for Nature（自然に関する科学に基づく目標設定）の基準策定が進んでいる。※4 

資源循環 

化学物質 

○国連・G7・G20 等の国際会議において、「天然資源利用」「環境影響」と「経済成長」のデカップリング（天然資源の利

用や環境影響を抑えつつ経済を活性化）や、循環経済（サーキュラーエコノミー）、資源効率性が、環境課題に対処

する重要なツールであることが議論されている。 

○世界レベルで循環経済への移行が加速化し再生材需要が増加している。 

 ・EU では、バッテリー規則（2023 年施行）による廃バッテリーの回収義務化やバッテリー製造時の再生材利用の義

務化、エコデザイン規則（2024 年施行）による循環性製品の明確化、トレーサビリティーの確保、売れ残り繊維製

品・履物の廃棄禁止が定められた。※5、※6 

○2023年 9月に第 5回国際科学物質管理会議で「化学物質に関するグローバル枠組み」が採択された。 

 ・従来の条約等に基づく規制的手法ではなく、多様な分野における、多様な主体（政府、政府間組織、市民社会、産

業界、学術等）による自主的な枠組み。 

 ・「化学物質と廃棄物の適正管理のための法的枠組み・組織的メカニズム・能力の実装」等の戦略的目的やターゲッ

トが設定。 

○プラスチック汚染対策について、法的拘束力のある国際文書（条約）の策定に向けて議論されている。※7 

その他 ○2024年 3月の国連環境総会（UNEA6）にてシナジー促進決議が採択された。 

 ・気候変動、生物多様性の損失、汚染の３つの世界的危機を統合的に対処し、SDGs の達成に貢献するため「取組

間のシナジーの発揮が重要」とされた。※8 

出典及び参考 ※1「昆明・モントリオール生物多様性枠組」（環境省 HP）、※2：「昆明・モントリオール生物多様性枠組－ネイチャー

ポジティブの未来に向けた 2030 年世界目標－」（環境省）、※3：「30ｂｙ30」（環境省 HP）、※4：令和 7 年版環境白書・循環型社会白

書・生物多様性白書（環境省 HP）、※5：「循環経済をめぐる世界・日本の状況」（内閣府 HP）、※6：「循環経済への移行加速化パッケ

ージの策定」（環境省 HP）、※7：「海洋プラスチック汚染を始めとするプラスチック汚染対策に関する条約」、※8：「国内外の最近の動

向（報告）」（環境省 2025年 3月）  
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（（２２））国国内内のの動動ききににつついいてて 

分分野野 国国内内のの動動向向 

環境全般 ○2024年 5月に第 6次環境基本計画を閣議決定した。 

･環境保全を通じた、現在および将来の国民一人ひとりの「ウェルビーイング／高い生活の質」を最上位の目的に

掲げ、環境収容力を守り環境の質を上げることによって経済社会が成長・発展できる「循環共生型社会」の構築を

目指すとしている。※1 

・目指すべき持続可能な社会の姿である「循環共生型社会」を実現するための戦略の１つとして、地域資源を活用

した持続可能な地域（地域循環共生圏）づくりを通じて、環境・経済・社会の統合的向上を実践・実装していくとして

いる。※1 

気候変動 

エネルギー 

○2025年 2月に「地球温暖化対策計画」、「エネルギー基本計画」、「脱炭素成長型経済構造移行推進戦略」を改定。 

・2050年温室効果ガス実質排出量ゼロの達成に向けて、「2035年度 60％削減」、「2040年度 73％削減」の目標を

掲げ、今後、徹底した省エネルギーの推進に加え、再生可能エネルギーや原子力等の脱炭素電源の最大限活

用、GX 経済移行債（脱炭素成長型経済構造移行債）を活用した先行投資支援、排出量取引制度の本格稼働等を

実行するとしている。※2,3,4 

※GX：化石燃料をできるだけ使わず、クリーンなエネルギーを活用していくための変革や活動のこと。 

生物多様性 

自然再興 

○2023年 3月に「生物多様性国家戦略 2023-2030」を策定した。※5 

・「2030年のネイチャーポジティブ（自然再興）の実現」、「30by30目標」を目指す。 

○環境省は、企業による積極的な取組を後押しするとともに、ネイチャーポジティブの実現に資する経済社会構造へ

の転換を促すため、関係省庁と共に、2024年 3月に「ネイチャーポジティブ経済移行戦略」を策定した。※6 

資源循環 

化学物質 

○資源（再生可能な資源を含む。）や製品の価値を維持、回復又は付加することで、それらを循環的に利用する経済

システムである循環経済への移行を推進するために、2024年 8月に「第五次循環型社会形成推進基本計画」を策

定した。※7 

○世界では欧州を中心に再生材利用を求める動きが拡大しており、国内における資源循環による産業競争力の強

化のため、2024年 5月に「資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律」が公布された。※8 

○2025年 4月に「化学物質に関するグローバル枠組み」の国内実施計画を策定した。 

 ・「化学物質に関するグローバル枠組み」の戦略的目的に沿って化学物質管理を推進。 

○海洋プラスチックごみ問題、気候変動問題、諸外国の廃棄物輸入規制強化等への対応を契機として、製品の設計

からプラスチック廃棄物の処理までに関わるあらゆる主体におけるプラスチック資源循環等の取組

（3R+Renewable）を促進するために、2022 年 4 月に「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」が施行

された。※9 

出典及び参考 ※1：「第六次環境基本計画」（環境省 HP）※2：「日本の NDC（国が決定する貢献）」（環境省 HP）、※3：「第 7 次エネ

ルギー基本計画」（経済産業省 HP）、※4：「脱炭素成長型経済構造移行推進戦略（経済産業省 HP）、※5：生物多様性国家戦略（環

境省 HP）、※6：ネイチャーポジティブ経済移行戦略の公表について（環境省 HP）、※7：「第五次循環型社会形成推進基本計画」（環

境省 HP）、※8：「資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律」（環境省 HP）、※9：「プラスチックに係る資源循

環の促進等に関する法律」（環境省 HP）  

https://www.env.go.jp/council/02policy/41124_00012.html
https://www.env.go.jp/earth/earth/ondanka/ndc.html
https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218001/20250218001.html
https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218001/20250218001.html
https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004.html
https://www.env.go.jp/nature/biodiversity/initiatives6.html
https://www.env.go.jp/nature/biodiversity/initiatives6.html
https://www.env.go.jp/press/press_03041.html
https://www.env.go.jp/recycle/circul/keikaku.html
https://www.env.go.jp/recycle/circul/keikaku.html
https://www.env.go.jp/recycle/waste/page_01721.html
https://plastic-circulation.env.go.jp/
https://plastic-circulation.env.go.jp/
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２２．．奈奈良良県県ににおおけけるる気気候候変変動動へへのの適適応応  

 

１１．．気気候候変変動動にに係係るる緩緩和和とと適適応応のの関関係係  

緩緩和和策策：：気気候候変変動動のの原原因因ととななるる温温室室効効果果ガガススのの排排出出削削減減対対策策  

適適応応策策：：既既にに生生じじてていいるる、、ああるるいいはは、、将将来来予予測測さされれるる気気候候変変動動のの影影響響にによよるる被被害害のの回回避避・・軽軽減減  

対対策策  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    

出典：「気候変動適応情報プラットフォーム」（国立研究開発法人 国立環境研究所） 

図図 11  ２２つつのの気気候候変変動動対対策策  緩緩和和とと適適応応  
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２２．．奈奈良良県県ににおおけけるる気気候候変変動動へへのの適適応応  
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２２．．世世界界のの現現状状・・将将来来予予測測  

（（１１））世世界界のの現現状状  

世世界界平平均均気気温温はは、、長長期期的的にに見見るるとと 110000 年年ああたたりり 00..7777℃℃のの割割合合でで上上昇昇ししてておおりり、、「「人人間間のの影影響響がが大大

気気、、海海洋洋及及びび陸陸域域をを温温暖暖化化ささせせててききたたここととににはは疑疑うう余余地地ががなないい」」ととさされれてていいるる。。（（IIPPCCCC第第６６次次報報告告書書））  

((図図 22～～図図 44))  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

図図 33  世世界界のの地地上上気気温温のの経経年年変変化化（（年年平平均均））  

図図 22  世世界界のの年年平平均均気気温温偏偏差差（（11889900～～22002244 年年））  

世界で観測された気温上昇は 

自然起源の要因だけでは 

説明がつかない 

１００年で 

０．７7℃上昇 
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（（２２））世世界界のの将将来来予予測測  

最最大大排排出出量量ののシシナナリリオオ（（SSSSPP55--88..55））ににおおいいててはは、、今今世世紀紀末末ままででにに 33..33～～55..77℃℃のの昇昇温温をを予予測測さされれてて

いいるる。。地地球球温温暖暖化化がが更更にに進進むむごごととにに、、極極端端現現象象（（極極端端なな高高温温//低低温温やや強強いい雨雨ななどど、、極極端端なな気気象象現現象象））

のの頻頻度度やや強強度度のの程程度度がが更更にに拡拡大大しし続続けけるるととさされれてていいるる。。（（IIPPCCCC第第６６次次報報告告書書））((図図 55、、図図 66))  

  

  

  

  

   

  

  

  

  

  

  

  

    

出典（図 3、4）：温室効果ガスインベントリオフィス／全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（https://www.jccca.org/） 

図図 44  気気候候変変動動にによよるる影影響響とと主主要要ななリリススクク  

図図 55  22110000年年ままででのの世世界界平平均均気気温温のの変変化化予予測測（（11995500～～22110000年年・・観観測測とと予予測測））  
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図図 66  11885500～～11990000年年をを基基準準ととすするる年年平平均均降降水水量量のの変変化化のの予予測測  

出典（図 5、6）：温室効果ガスインベントリオフィス／全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（https://www.jccca.org/） 
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３３．．日日本本のの現現状状・・将将来来予予測測  

（（１１））日日本本のの現現状状  

日日本本のの年年平平均均気気温温はは、、様様々々なな変変動動をを繰繰りり返返ししななががらら上上昇昇ししてておおりり、、長長期期的的ににはは 110000年年ああたたりり 11..44℃℃

のの割割合合でで上上昇昇ししてていいるる。。特特にに 11999900 年年代代以以降降、、高高温温ととななるる年年がが頻頻出出ししてておおりり、、様様々々なな分分野野ににおおいいてて、、

気気候候変変動動のの影影響響とと考考ええらられれるる事事象象がが発発生生ししてていいるる。。((図図 77、、図図 88))  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

農業、森林・林業、水産業 自然災害・沿岸域 

  

自然生態系 熱中症・感染症 

  

  

  

出典：気候変動適応情報プラットフォーム(A-PLAT) (https://adaptation-

platform.nies.go.jp/data/jma-obs/index.html) 2025年 10月 1日に利用 

図図 88  気気候候変変動動のの影影響響例例  

図図 77  日日本本のの年年平平均均気気温温偏偏差差（（11889988～～22002244年年））  

出典：気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）（https://adaptation-platform.nies.go.jp/data/jma-

obs/index.html） 2025年 10月 1日に利用 

水稲の「白未熟粒」 みかんの浮皮症 
降水量 50ミリ/時間以上の年間観測回数 

大雨の増加 高温による生育障害や品質低下が発生 

熱中症による救急搬送

人員の年次推移 

サンゴの白化 

熱中症リスクの増加 

出典：環境省『令和 7年版 環境・循環型社会・生物多様性白書』 

出典：環境省『気候変動適応法の施行に関する報告』 

様々な生態系における影響 

ニホンライチョウの

生息域減少 

出典：環境省『気候変動適応法の施行に関する報告』 

１００年で 

１．４℃上昇 
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（（２２））日日本本のの将将来来予予測測  

日日本本のの将将来来気気候候のの予予測測はは、、文文部部科科学学省省とと気気象象庁庁にによよっってて「「日日本本のの気気候候変変動動 22002255」」ととししてて取取りりままとと

めめらられれてておおりり、、RRCCPP22..66 シシナナリリオオ（（産産業業革革命命以以前前にに比比べべてて 2211 世世紀紀末末（（22007766～～22009955 年年平平均均））のの世世界界のの

気気温温がが約約 22℃℃上上昇昇））とと、、RRCCPP88..55シシナナリリオオ（（同同約約 44℃℃上上昇昇））のの 22パパタターーンンでで日日本本のの気気候候変変化化をを予予測測ししてて

いいるる。。  

日日本本のの将将来来のの気気温温のの上上昇昇幅幅はは、、全全国国でで一一様様ででははななくく、、北北海海道道ななどど緯緯度度がが高高いい地地域域でで上上昇昇幅幅がが大大

ききくくななるる。。（（図図 99））  

ここののよよううなな気気温温のの上上昇昇ととととももにに、、激激ししいい雨雨のの増増加加、、台台風風のの増増加加、、台台風風にに伴伴うう雨雨のの増増加加ななどどのの気気象象のの

変変化化がが予予測測さされれてていいるる。。（（図図 1100））  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

    

図図 1100  22110000年年末末にに予予測測さされれるる日日本本へへのの影影響響  

出典：「日本の気候変動 2025」（文部科学省及び気象庁） 

図図 99   2211世世紀紀末末（（22007766～～22009955年年のの平平均均））ににおおけけるる日日本本のの年年平平均均気気温温のの変変化化のの分分布布（（℃℃））  

左は 2℃上昇シナリオ（RCP2.6）、右は 4℃上

昇シナリオ（RCP8.5）での予測である。いずれ

も 20世紀末（1980～1999年の平均）との差を

示している。 

出典：「日本の気候変動 2025 概要版」（文部科学省及び気象庁） 
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４４．．奈奈良良県県のの現現状状及及びび将将来来予予測測 

（（１１））現現状状  

①①年年平平均均気気温温  

奈奈良良のの年年平平均均気気温温はは、、年年～～数数十十年年規規模模のの様様々々なな時時間間ススケケーールルのの変変動動をを繰繰りり返返ししななががららもも、、長長期期

的的ににはは 110000年年ああたたりり 22..33℃℃のの割割合合でで上上昇昇ししてていいるる。。((図図 1111))  

奈奈良良県県をを含含むむ近近畿畿地地方方でではは、、地地域域にによよるる違違いいががああるるもものののの過過去去 110000年年ににわわたたりり年年平平均均気気温温がが上上

昇昇ししてていいるる。。奈奈良良県県でではは冬冬季季をを除除いいたた季季節節ににおおいいてて、、他他県県をを上上回回るる上上昇昇傾傾向向をを示示ししてていいるる。。（（表表 11））  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

単位：℃/100年 

観測地点 
年平均 

 

春 

（３～５月） 

夏 

（６～８月） 

秋 

（９～11月） 

冬 

（12～２月） 

奈奈良良（（奈奈良良県県））  ＋＋22..33  ＋＋22..55  ＋＋22..22  ＋＋22..88  ＋＋11..66  

彦根（滋賀県） ＋1.5 ＋1.7 ＋1.6 ＋1.8 ＋1.1 

京都（京都府） ＋2.2 ＋2.4 ＋2.1 ＋2.3 ＋2.1 

大阪（大阪府） ＋2.1 ＋2.2 ＋1.8 ＋2.4 ＋2.0 

神戸（兵庫県） ＋1.5 ＋1.8 ＋1.3 ＋1.5 ＋1.4 

和歌山（和歌山県） ＋1.6 ＋1.8 ＋1.4 ＋1.7 ＋1.5 

※表中の温度は、それぞれの観測地点における観測開始から 2024 年までの年平均気温（又は、春季、夏季、秋季、冬季の

平均気温）の長期変化傾向を 1991-2020年の 30年平均値に対する偏差で示したもの。 

  

    

図図 1111  奈奈良良県県のの年年平平均均気気温温偏偏差差（（11995544～～22002244年年））  

出典：奈良地方気象台のデータを基に奈良県作成 

表表 11  近近畿畿地地方方各各県県ににおおけけるる気気温温のの変変化化  

出典：「近畿地方のこれまでの気候の変化（観測結果）」（大阪管区気象台）のデータを基に奈良県作成 

１００年あたり 

２．３℃上昇 
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２．３℃上昇 
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②②年年平平均均日日最最高高気気温温及及びび日日最最低低気気温温  

奈奈良良のの年年平平均均日日最最高高気気温温とと年年平平均均日日最最低低気気温温はは、、そそれれぞぞれれ長長期期的的ににはは 110000 年年ああたたりり 22..66℃℃及及

びび 11..99℃℃のの割割合合でで上上昇昇。。((図図 1122、、図図 1133))  

  

  

  

  

  

  

  

  

1122  

 

③③真真夏夏日日、、猛猛暑暑日日、、熱熱帯帯夜夜及及びび冬冬日日のの推推移移  

奈奈良良のの真真夏夏日日（（日日最最高高気気温温がが 3300℃℃以以上上））、、猛猛暑暑日日（（日日最最高高気気温温がが 3355℃℃以以上上））、、熱熱帯帯夜夜（（夜夜間間のの

最最低低気気温温がが 2255℃℃以以上上））、、冬冬日日（（日日最最低低気気温温がが 00℃℃未未満満））のの年年間間日日数数はは、、統統計計期期間間内内ででデデーータタがが均均

質質ででなないいたためめ（（観観測測場場所所がが移移転転ししてていいるる等等ののたためめ））、、長長期期的的なな変変化化傾傾向向をを統統計計的的にに評評価価すするるここととはは

ででききなないいととさされれてていいるる（（AA--PPLLAATT））がが、、猛猛暑暑日日やや熱熱帯帯夜夜のの日日数数はは、、11999900年年代代以以降降のの発発生生数数はは特特にに多多

くくななっってていいるる。。（（図図 1144～～図図 1177））  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

    

図図 1122  奈奈良良のの年年平平均均日日最最高高気気温温偏偏差差（（11995544～～22002244年年））  図図 1133  奈奈良良のの年年平平均均日日最最低低気気温温偏偏差差（（11995544～～22002244年年））  

図図 1144  奈奈良良のの真真夏夏日日のの推推移移（（11995544～～22002244年年））  図図 1155  奈奈良良のの猛猛暑暑日日のの推推移移（（11995544～～22002244年年））  

図図 1166  奈奈良良のの熱熱帯帯夜夜のの推推移移（（11995544～～22002244年年））  図図 1177  奈奈良良のの冬冬日日のの推推移移（（11995544～～22002244年年））  

出典（図 12、13）：奈良地方気象台のデータを基に奈良県作成 

図 14～17のグラフ中の赤い▲は観測場所が移転したことを示し、その前後でデータは均質でない。 

出典（図 14～17）：気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）（https://adaptation-

platform.nies.go.jp/data/jma-obs/index.html） 2025年 10月 1日に利用 

１００年あたり 

２．6℃上昇 

１００年あたり 

1．9℃上昇 
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④④年年降降水水量量のの推推移移、、１１時時間間降降水水量量 3300 ミミリリ以以上上及及びび 5500 ミミリリ以以上上のの年年間間観観測測回回数数  

奈奈良良のの年年降降水水量量ににはは長長期期変変化化傾傾向向はは見見らられれなないいがが((図図 1188))、、奈奈良良県県内内ののアアメメダダススでで 11 時時間間降降水水

量量 3300mmmm以以上上のの短短時時間間強強雨雨のの年年間間観観測測回回数数はは、、増増加加傾傾向向をを示示ししてていいるる。。((図図 1199))  

ままたた、、奈奈良良県県のの 11時時間間降降水水量量 5500mmmm以以上上のの年年間間観観測測回回数数はは、、統統計計的的にに有有意意なな変変化化傾傾向向はは確確認認

ででききなないいがが、、最最近近 1100年年間間（（22001155～～22002244年年））のの平平均均年年間間観観測測回回数数（（約約 00..1199回回））はは、、統統計計期期間間のの最最初初

のの 1100 年年間間（（11997799～～11998888 年年））のの平平均均年年間間観観測測回回数数（（約約 00..11 回回））とと比比べべてて約約 11..99 倍倍にに増増加加ししてていいるる。。

((図図 2200))  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    

図図 1188  奈奈良良のの年年降降水水量量のの推推移移（（11995544～～22002244年年））  図図 1199  奈奈良良県県内内アアメメダダスス１１時時間間降降水水量量 3300mmmm以以上上のの年年間間観観測測回回数数  

図図 2200  奈奈良良県県内内アアメメダダスス１１時時間間降降水水量量 5500mmmm以以上上のの年年間間観観測測回回数数  

出典（図 18～20）：気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）（https://adaptation-

platform.nies.go.jp/data/jma-obs/index.html） 2025年 10月 1日に利用 
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④④年年降降水水量量のの推推移移、、１１時時間間降降水水量量 3300 ミミリリ以以上上及及びび 5500 ミミリリ以以上上のの年年間間観観測測回回数数  

奈奈良良のの年年降降水水量量ににはは長長期期変変化化傾傾向向はは見見らられれなないいがが((図図 1188))、、奈奈良良県県内内ののアアメメダダススでで 11 時時間間降降水水

量量 3300mmmm以以上上のの短短時時間間強強雨雨のの年年間間観観測測回回数数はは、、増増加加傾傾向向をを示示ししてていいるる。。((図図 1199))  

ままたた、、奈奈良良県県のの 11時時間間降降水水量量 5500mmmm以以上上のの年年間間観観測測回回数数はは、、統統計計的的にに有有意意なな変変化化傾傾向向はは確確認認
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((図図 2200))  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    

図図 1188  奈奈良良のの年年降降水水量量のの推推移移（（11995544～～22002244年年））  図図 1199  奈奈良良県県内内アアメメダダスス１１時時間間降降水水量量 3300mmmm以以上上のの年年間間観観測測回回数数  

図図 2200  奈奈良良県県内内アアメメダダスス１１時時間間降降水水量量 5500mmmm以以上上のの年年間間観観測測回回数数  

出典（図 18～20）：気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）（https://adaptation-

platform.nies.go.jp/data/jma-obs/index.html） 2025年 10月 1日に利用 
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（（２２））将将来来予予測測  

①①気気温温 

44℃℃上上昇昇シシナナリリオオ（（３３．．日日本本のの現現状状・・将将来来予予測測（（22））日日本本のの将将来来予予測測をを参参照照））にに基基づづくく予予測測でではは、、今今

世世紀紀末末のの奈奈良良県県のの年年平平均均気気温温はは、、2200世世紀紀末末にに比比べべてて約約 44..22℃℃上上昇昇すするる。。  

ここのの気気温温上上昇昇にに伴伴いい、、真真夏夏日日はは約約 5566日日、、猛猛暑暑日日はは約約 2244日日、、熱熱帯帯夜夜はは約約 3388日日増増加加しし、、冬冬日日はは

約約 5522日日減減少少すするる。。((表表 22))  

  

  

  
２２℃℃上上昇昇シシナナリリオオ  
にによよるる予予測測  

４４℃℃上上昇昇シシナナリリオオ  
にによよるる予予測測  

【【参参考考】】奈奈良良県県のの  
2200世世紀紀末末  

（（11998800～～11999999年年））のの平平均均  

年年平平均均気気温温  約約 11..33℃℃上上昇昇  約約 44..22℃℃上上昇昇  1155..33℃℃  

【【参参考考】】世世界界のの年年平平均均気気温温※※  （（約約 11..00℃℃上上昇昇））  （（約約 33..77℃℃上上昇昇））  －－  

猛猛暑暑日日のの年年間間日日数数  約約 55日日増増加加  約約 2244日日増増加加  66日日  

真真夏夏日日のの年年間間日日数数  約約 1177日日増増加加  約約 5566日日増増加加  5599..33日日  

熱熱帯帯夜夜のの年年間間日日数数  約約 44日日増増加加  約約 3388日日増増加加  22..33日日  

冬冬日日のの年年間間日日数数  約約 2200日日減減少少  約約 5522日日減減少少  5566..44日日  
猛暑日：日最高気温 35℃以上、真夏日：日最高気温 30℃以上、熱帯夜：日最低気温 25℃以上、冬日：日最低気温 0℃未満 

「将来変化」とは、21世紀末（2076～2095年の平均）の予測を 20世紀末（1980～1999年の平均）と比較したものです。 

 

※算出期間が異なることから【参考】としています。世界の年平均気温の算出期間：1986～2005 年の平均を基準とした、2081～2100

年の平均との差 

  

  

②②降降水水量量 

今今世世紀紀末末のの無無降降水水日日（（日日降降水水量量がが 11mmmm 未未満満のの日日））のの年年間間日日数数はは、、2200 世世紀紀末末にに比比べべてて増増加加しし、、

44℃℃上上昇昇シシナナリリオオにに基基づづくく予予測測にによよるるとと、、近近畿畿地地方方でではは約約 1122日日増増加加すするる。。  

今今世世紀紀末末のの 11 時時間間降降水水量量 5500mmmm 以以上上のの短短時時間間強強雨雨及及びび日日降降水水量量 220000mmmm 以以上上のの年年間間発発生生回回

数数はは、、2200 世世紀紀末末にに比比べべてて増増加加しし、、44℃℃上上昇昇シシナナリリオオにに基基づづくく予予測測にによよるるとと、、近近畿畿地地方方でではは約約 22..44 倍倍

（（5500mmmm以以上上））及及びび約約 22..77倍倍（（220000mmmm以以上上））にに増増加加すするる。。（（表表 33））  

  

  

  
２２℃℃上上昇昇シシナナリリオオ  
にによよるる予予測測  

４４℃℃上上昇昇シシナナリリオオ  
にによよるる予予測測  

11時時間間降降水水量量 5500mmmm以以上上のの
回回数数  

約約 11..99倍倍にに増増加加  約約 22..44倍倍にに増増加加  

日日降降水水量量 220000mmmm  
以以上上のの回回数数  

約約 22..00倍倍にに増増加加  約約 22..77倍倍にに増増加加  

年年最最大大日日降降水水量量※※22  約約 11..11倍倍にに増増加加  約約 11..22倍倍にに増増加加  

無無降降水水日日日日数数  約約 44日日増増加加  約約 1122日日増増加加  

「将来変化」とは、21世紀末（2076～2095年の平均）の予測を 20世紀末（1980～1999年の平均）と比較したものです。 

※1 観測のある地点の値を１地点あたりに換算した値 

※2 年で最も多くの雨が降った日の降水量  
※3 近畿地方のアメダス地点のうち 1976～2024年の期間で観測が継続している地点における各年の値と基準値との比（％）の平均  

  

  

 

表表 22  奈奈良良県県のの気気温温等等のの将将来来変変化化  

表表 33  近近畿畿地地方方のの雨雨のの将将来来変変化化  

出典：大阪管区気象台のデータを基に奈良県作成 

出典：大阪管区気象台のデータを基に奈良県作成 
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３３．．環環境境用用語語のの解解説説  

アア  

アアススベベスストト  石綿ともいわれる天然の繊維状鉱物。建

築物の断熱材や吸音材、自動車のブレーキライニング

等に使われてきたが、現在では、原則として製造等が

禁止されている。また、労働安全衛生法や大気汚染防

止法、廃棄物処理法などで飛散予防や健康被害防止

等が図られている。 

 

アアダダププトト活活動動  市民と行政が協働で進める、新しい「ま

ち美化プログラム」。アダプト（ADOPT）とは、養子にす

ること。道路や河川など一定区画が、住民や企業によっ

て、愛情と責任を持って清掃美化されることから、「アダ

プト（自分の子どもとして迎え入れる、養子にする）」に

例えられ、「アダプト・プログラム」と呼ばれている。 

アダプト・プログラムの原型は、米国のアダプト・ア・ハイ

ウェイ・プログラム。この市民が「みち」を養子にする仕

組みは、昭和60（1985）年頃、米国テキサス州交通局

（Department of Transportation）により始められた。当時、

州ハイウェイの散乱ゴミの清掃を行っていた州の交通

局が、毎年15％から20％の割合で増え続ける清掃費用

に困り、市民に協力を呼びかけた。市民グループや企

業の人たちが道路を養子にするという新しい発想のプ

ログラムに賛同し、活動が始まったものである。 

 

アアメメダダスス    地域気象観測システムのことで、雨、風、雪

などの気象状況を時間的、地域的に細かく監視するた

めに、降水量、風向・風速、気温、湿度の観測を自動的

に行い、気象災害の防止・軽減に重要な役割を果たし

ている。 

 

イイ  

一一酸酸化化炭炭素素（（CCOO））  主に可燃物中の炭素が不完全燃

焼により酸素と化合したもの。主な発生源は自動車で 

 

あり、炭素を含む燃料が不完全燃焼することによって発

生する。血液中のヘモグロビンと結合して、血液の酸素

輸送を阻害し、細胞での酸素利用を低下させる。 

 

一一般般廃廃棄棄物物  廃棄物のうち産業廃棄物を除く廃棄物で

あり、一般家庭から排出されるごみ・粗大ごみ・し尿等、

さらにオフィス等から排出されるごみ（一般廃棄物）まで

含まれる。一般廃棄物に関する事務は原則として市町

村の事務とされている。 

 

ウウ  

ウウェェルルビビーーイインンググ  個人の権利や自己実現が保証さ

れ、身体的・精神的・社会的に良好な状態にあること。 

 

エエ  

エエココオオフフィィスス宣宣言言  全国に先駆け、地域全体が一致協

力して、地球温暖化対策に取り組むことが関西の責務

であるとの認識のもと、身近なところからの省エネルギ

ー等の取組を実施する事業所（オフィス）を募集し、地球

温暖化防止活動の裾野を広げていくという「関西エコオ

フィス運動」を、関西広域機構が平成15（2003）年度から

取り組んできた。奈良県でも、平成23（2011）年度から、

オフィス活動からの温室効果ガス排出削減に積極的に

取り組むため、「まほろばエコオフィス宣言」運動として

展開・推進している。 

 

エエココツツーーリリズズムム  地域ぐるみで自然環境や歴史文化な

ど、地域固有の魅力を観光客に伝えることにより、その

価値や大切さが理解され、保全につながっていくことを

目指していく仕組みのこと。観光客に地域の資源を伝え

ることによって、地域の住民も自分たちの資源の価値を

再認識し、地域の観光のオリジナリティが高まり、活性

化させるだけでなく、地域のこのような一連の取組によ

って地域社会そのものが活性化されていくと考えられる。 

 

エエココドドラライイブブ    環境負荷の軽減に配慮した自動車の運

転方法。運転時、アイドリングをしない、急ハンドルを切

らない、空吹かしをしない、無理な追い越しをしない、ス
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アアメメダダスス    地域気象観測システムのことで、雨、風、雪

などの気象状況を時間的、地域的に細かく監視するた

めに、降水量、風向・風速、気温、湿度の観測を自動的

に行い、気象災害の防止・軽減に重要な役割を果たし

ている。 

 

イイ  

一一酸酸化化炭炭素素（（CCOO））  主に可燃物中の炭素が不完全燃

焼により酸素と化合したもの。主な発生源は自動車で 

 

あり、炭素を含む燃料が不完全燃焼することによって発

生する。血液中のヘモグロビンと結合して、血液の酸素

輸送を阻害し、細胞での酸素利用を低下させる。 

 

一一般般廃廃棄棄物物  廃棄物のうち産業廃棄物を除く廃棄物で

あり、一般家庭から排出されるごみ・粗大ごみ・し尿等、

さらにオフィス等から排出されるごみ（一般廃棄物）まで

含まれる。一般廃棄物に関する事務は原則として市町

村の事務とされている。 

 

ウウ  

ウウェェルルビビーーイインンググ  個人の権利や自己実現が保証さ

れ、身体的・精神的・社会的に良好な状態にあること。 

 

エエ  

エエココオオフフィィスス宣宣言言  全国に先駆け、地域全体が一致協

力して、地球温暖化対策に取り組むことが関西の責務

であるとの認識のもと、身近なところからの省エネルギ

ー等の取組を実施する事業所（オフィス）を募集し、地球

温暖化防止活動の裾野を広げていくという「関西エコオ

フィス運動」を、関西広域機構が平成15（2003）年度から

取り組んできた。奈良県でも、平成23（2011）年度から、

オフィス活動からの温室効果ガス排出削減に積極的に

取り組むため、「まほろばエコオフィス宣言」運動として

展開・推進している。 

 

エエココツツーーリリズズムム  地域ぐるみで自然環境や歴史文化な

ど、地域固有の魅力を観光客に伝えることにより、その

価値や大切さが理解され、保全につながっていくことを

目指していく仕組みのこと。観光客に地域の資源を伝え

ることによって、地域の住民も自分たちの資源の価値を

再認識し、地域の観光のオリジナリティが高まり、活性

化させるだけでなく、地域のこのような一連の取組によ

って地域社会そのものが活性化されていくと考えられる。 

 

エエココドドラライイブブ    環境負荷の軽減に配慮した自動車の運

転方法。運転時、アイドリングをしない、急ハンドルを切

らない、空吹かしをしない、無理な追い越しをしない、ス
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ムーズに加速・減速するなど、注意深い運転方法を行う

と、燃料消費を節約でき、二酸化炭素等の排出を低減

できる。 

 

オオ  

大大阪阪湾湾フフェェニニッッククスス（（大大阪阪湾湾広広域域臨臨海海環環境境整整備備セセンンタターー））    

広域臨海環境整備センター法に基づく特殊法人で、一

般廃棄物と産業廃棄物海面埋立てにより最終処分する

ことを目的としている。大阪湾圏域の2府4県（滋賀県・

京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県）の169市町

村が参加している。 

  

オオキキシシダダンントト（Ox）  大気中の窒素酸化物、炭化水素

等が紫外線により光化学反応をおこして生成されるオ

ゾン、アルデヒド、ＰＡＮ（パーオキシアセチルナイトレー

ト）、過酸化物等の酸化性物質の総称である。光化学ス

モッグの原因物質であり、濃度が高くなると目やのどに

刺激を感じたり、頭痛がする。 

 

汚汚水水処処理理人人口口普普及及率率    下水道、農業集落排水施設等

及びコミュニティプラントを利用できる人口に合併処理

浄化槽を利用している人口を加えた値を、総人口で除し

て算定した、汚水処理施設の普及状況の指標のこと。 

 

汚汚泥泥  工場排水等の処理後に残る泥状のもの及び各

種製造業の製造工程において生ずる泥状のものであっ

て、有機質の多分に混入した泥のみではなく、無機性

のものも含む。 

 

温温室室効効果果ガガスス  大気中の微量ガスが地表面から放出

される赤外線を吸収して宇宙空間に逃げる熱を地表面

に戻すために、気温が上昇する現象を温室効果という。

赤外線を吸収する気体を温室効果ガスといい、京都議

定書では、二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二

窒素（N2O）、ハイドロフルオロカーボン類（HFCｓ）、パー

フルオロカーボン類（PFCｓ）、六フッ化硫黄（SF6）の6種

類、平成25（2013）年からの第二約束期間では三フッ化

窒素（NF3）を追加した7種類が削減すべき対象とされて

いる。 

カカ  

家家電電リリササイイククルル法法（（特特定定家家庭庭用用機機器器再再商商品品化化法法））    使

用済み廃家電製品の製造業者等及び小売業者に新た

に義務を課すことを基本とする新しい再商品化の仕組

みを定めた法律。 

  

カカーーボボンンニニュューートトララルル  事業者等の事業活動等から排

出される温室効果ガス排出総量の全てを他の場所での

排出削減・吸収量で埋め合わせた状態のこと。  

環環境境影影響響評評価価  開発行為が空気・水・土・生物等の環

境に及ぼす影響の程度と範囲、その防止策について、

事前に予測と評価を行い、地域住民の意見を反映し、

環境に与える影響を少なくするようにするものである。 

 

環環境境アアドドババイイザザーー  県要綱に基づき、知事が委嘱した

環境保全の専門家。環境教育・環境学習など、要望に

応じ、学校・団体等に派遣される。 

 

環環境境カカウウンンセセララーー  環境問題に関する専門的知識や

豊富な経験を有し、市民や事業者等の環境保全活動に

対する助言（カウンセリング）を行う人材として、環境省

が実施する審査を経て認定している。企業などで環境

管理・環境保全のための具体的な取組及び計画作りの

実績がある方や地域の環境保全活動の実施及び企画

運営の実績がある方が登録されている。 

 

環環境境基基準準  人の健康を保護し、生活環境を保全する

上で維持されることが望ましい基準。公害対策を進めて

いく上で、行政上の目標として定められているものであ

り、大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、ダイオキシ

ン類について定められている。国民の健康を適切に保

護できる、充分に安全性を見込んだ水準で定められて

いることから、この基準を超えたからといって、すぐに健

康に悪い影響が表れるというものではない。水質に係

る環境基準には、「人の健康の保護に関する環境基準」、

「生活環境の保全に関する環境基準」、騒音に係る環境

基準には、「騒音に係る環境基準」、「新幹線鉄道騒音

に係る環境基準」、「航空機騒音に係る環境基準」があ

る。 
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環環境境教教育育・・環環境境学学習習  自然と人間活動の関わりについ

て理解と認識を深め、責任のある行動がとれるよう国民

の学習を推進すること。 

 

環環境境配配慮慮経経営営    事業活動に伴う資源・エネルギー消

費と環境負荷の発生をライフサイクル全体で抑制し、事

業エリア内での環境負荷低減だけでなく、グリーン調達

や環境配慮製品・サービスの提供等を通じて、持続可

能な消費と生産を促進する経営手法。 

感感染染性性廃廃棄棄物物    医療関係機関等から生じ、人が感染

し、若しくは感染するおそれのある病原体が含まれ、若

しくは付着している廃棄物又はこれらの恐れのある廃

棄物をいう。 

 

間間伐伐    造林した樹木が生長するにつれて枝が互いに

触れあうようになると，隣りあった樹木の間にせり合い

が起きるようになる。せり合いが激しくなる前に，目標に

合った健全な林を育てるため，一部の樹木を切る行為

のこと。 

 

環環境境ママネネジジメメンントトシシスステテムム（（ＥＥＭＭＳＳ））    組織が自ら環境

方針を設定し、計画を立案し（Plan）、それを実施・運用

し（Do）、点検・是正を行い（Check）、見直す（Action）と

いう一連の行為により、環境負荷の低減を継続的に実

施できる仕組みのこと。 

 

キキ  

気気候候変変動動にに関関すするる政政府府間間パパネネルル（（ＩＩＰＰＣＣＣＣ））    地球温暖

化問題に対する公式の政府間の検討の場として、国連

環境計画（ＵＮＥＰ）と世界気象機関（ＷＭＯ）の共催に

より昭和63（1988）年11月に設置された。地球温暖化に

対する科学的知見の充実、環境や社会経済に与える影

響評価、対策の方向などの検討を行っている。各国政

府を通じて推薦された科学者が参加し、5～6年ごとにそ

の間の気候変動に関する科学研究から得られた最新

の知見を評価し、評価報告書にまとめて公表している。

2021年に第6次評価報告書が公表されている。 

 

近近郊郊緑緑地地保保全全地地区区    無秩序な市街化の防止や、住民

の健全な心身の保持・増進、公害や災害の防止などを

目的として国土交通大臣により指定される地域のこと。 

 

クク  

ググリリーーンン購購入入    製品やサービスを購入する際に、環境

を考慮して、必要性をよく考え、環境への負荷ができる

だけ少ないものを選んで購入すること。グリーン購入は、

消費生活など購入者自身の活動を環境にやさしいもの

にするだけでなく、供給側の企業に環境負荷の少ない

製品の開発を促すことで、経済活動全体を変えていく可

能性を持っている。 

  

ググリリーーンン・・ツツーーリリズズムム    農山漁村地域において自然、

文化、人々との交流を楽しむ滞在型の余暇活動。 欧州

では、農村に滞在しバカンスを過ごすという余暇の過ご

し方が普及している。英国ではルーラル・ツーリズム、

グリーン・ツーリズム、フランスではツーリズム・ベール

（緑の旅行）と呼ばれている。 

 

ググロローーババルル・・スストトッッククテテイイクク  パリ協定の目的及び長期

的な目標の達成に向けた世界全体の進捗状況を定期

的に確認し、各国がそれぞれの取組を強化するための

情報提供を行う仕組み。 

 

ググロローーババルルタターーゲゲッットト  「昆明・モントリオール生物多

様性枠組」で定められた、2030年までに生物多様性の

損失を止めて反転させるための世界共通の具体的な行

動目標（23のターゲット）のこと。 

 

ココ  

光光化化学学ススモモッッググ    大気中の窒素酸化物や炭化水素は、

太陽からの強い紫外線を受けて光化学反応を起こし、

オゾン、PAN（パーオキシアセチルナイトレート）、アル

デヒド類などの酸化性物質となるが、これらを総称して

オキシダントと呼ぶ。これらの物質からできたスモッグ

が光化学スモッグであり、日差しが強く、気温が高く、風

が弱い日中に発生しやすくなる。粘膜への刺激、呼吸

器への影響など人に対する影響のほか、農作物などの
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環環境境教教育育・・環環境境学学習習  自然と人間活動の関わりについ

て理解と認識を深め、責任のある行動がとれるよう国民

の学習を推進すること。 

 

環環境境配配慮慮経経営営    事業活動に伴う資源・エネルギー消

費と環境負荷の発生をライフサイクル全体で抑制し、事

業エリア内での環境負荷低減だけでなく、グリーン調達

や環境配慮製品・サービスの提供等を通じて、持続可

能な消費と生産を促進する経営手法。 

感感染染性性廃廃棄棄物物    医療関係機関等から生じ、人が感染

し、若しくは感染するおそれのある病原体が含まれ、若

しくは付着している廃棄物又はこれらの恐れのある廃

棄物をいう。 

 

間間伐伐    造林した樹木が生長するにつれて枝が互いに

触れあうようになると，隣りあった樹木の間にせり合い

が起きるようになる。せり合いが激しくなる前に，目標に

合った健全な林を育てるため，一部の樹木を切る行為

のこと。 

 

環環境境ママネネジジメメンントトシシスステテムム（（ＥＥＭＭＳＳ））    組織が自ら環境

方針を設定し、計画を立案し（Plan）、それを実施・運用

し（Do）、点検・是正を行い（Check）、見直す（Action）と

いう一連の行為により、環境負荷の低減を継続的に実

施できる仕組みのこと。 

 

キキ  

気気候候変変動動にに関関すするる政政府府間間パパネネルル（（ＩＩＰＰＣＣＣＣ））    地球温暖

化問題に対する公式の政府間の検討の場として、国連

環境計画（ＵＮＥＰ）と世界気象機関（ＷＭＯ）の共催に

より昭和63（1988）年11月に設置された。地球温暖化に

対する科学的知見の充実、環境や社会経済に与える影

響評価、対策の方向などの検討を行っている。各国政

府を通じて推薦された科学者が参加し、5～6年ごとにそ

の間の気候変動に関する科学研究から得られた最新

の知見を評価し、評価報告書にまとめて公表している。

2021年に第6次評価報告書が公表されている。 

 

近近郊郊緑緑地地保保全全地地区区    無秩序な市街化の防止や、住民

の健全な心身の保持・増進、公害や災害の防止などを

目的として国土交通大臣により指定される地域のこと。 

 

クク  

ググリリーーンン購購入入    製品やサービスを購入する際に、環境

を考慮して、必要性をよく考え、環境への負荷ができる

だけ少ないものを選んで購入すること。グリーン購入は、

消費生活など購入者自身の活動を環境にやさしいもの

にするだけでなく、供給側の企業に環境負荷の少ない

製品の開発を促すことで、経済活動全体を変えていく可

能性を持っている。 

  

ググリリーーンン・・ツツーーリリズズムム    農山漁村地域において自然、

文化、人々との交流を楽しむ滞在型の余暇活動。 欧州

では、農村に滞在しバカンスを過ごすという余暇の過ご

し方が普及している。英国ではルーラル・ツーリズム、

グリーン・ツーリズム、フランスではツーリズム・ベール

（緑の旅行）と呼ばれている。 

 

ググロローーババルル・・スストトッッククテテイイクク  パリ協定の目的及び長期

的な目標の達成に向けた世界全体の進捗状況を定期

的に確認し、各国がそれぞれの取組を強化するための

情報提供を行う仕組み。 

 

ググロローーババルルタターーゲゲッットト  「昆明・モントリオール生物多

様性枠組」で定められた、2030年までに生物多様性の

損失を止めて反転させるための世界共通の具体的な行

動目標（23のターゲット）のこと。 

 

ココ  

光光化化学学ススモモッッググ    大気中の窒素酸化物や炭化水素は、

太陽からの強い紫外線を受けて光化学反応を起こし、

オゾン、PAN（パーオキシアセチルナイトレート）、アル

デヒド類などの酸化性物質となるが、これらを総称して

オキシダントと呼ぶ。これらの物質からできたスモッグ

が光化学スモッグであり、日差しが強く、気温が高く、風

が弱い日中に発生しやすくなる。粘膜への刺激、呼吸

器への影響など人に対する影響のほか、農作物などの

-101- 

 

植物に影響を与える。 

 

恒恒続続林林    地域の特性に応じた種類の樹木が異なる樹

齢及び高さの状態で存在し、適時かつ適切な方法によ

る保育及び択伐による継続的な木材生産により環境が

維持される森林のこと。※「奈良県森林環境の維持向

上により森林と人との恒久的な共生を図る条例」におけ

る定義。 

 

ココーージジェェネネレレーーシショョンンシシスステテムム  天然ガス、石油、ＬＰガ

ス等を燃料として、エンジン、タービン、燃料電池等の方

式により発電し、その際に生じる廃熱も同時に回収する

システムのこと。回収した廃熱は、蒸気や温水として、

工場の熱源、冷暖房・給湯などに利用でき、熱と電気を

無駄なく利用できれば、燃料が本来持っているエネル

ギーの約 75～80％と、高い総合エネルギー効率の実

現が可能である。 

 

混混交交林林  二種類以上の樹種から構成される森林のこ

と。 

 

昆昆明明・・モモンントトリリオオーールル生生物物多多様様性性枠枠組組    令和2（2020）
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ササ  
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として、また、食料や木材など自然資源の供給、良好な
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ササーーママルルリリササイイククルル（（熱熱利利用用））  廃プラスチック類を主
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産産業業廃廃棄棄物物    事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、

燃え殻・汚泥・廃油・廃酸・廃アルカリ・廃プラスチック類

その他政令で定められた20種類をいう。産業廃棄物に

関する事務は原則として都道府県及び政令で定める市

の事務とされている。 

 

酸酸性性雨雨    化石燃料などの燃焼で生じる硫黄酸化物や

窒素酸化物などが大気中に取り込まれて生じる酸性の

降下物のことであり、通常pHが5.6以下のもの。欧米で

は、湖沼や森林などの生態系に深刻な影響を与えるな

ど、国境を越えた国際的な問題となっている。 

 

シシ  

次次世世代代自自動動車車  窒素酸化物（NOｘ）や粒子状物質（Ｐ

Ｍ）等の大気汚染物質の排出が少ない、または全く排

出しない、燃費性能が優れているなどの環境にやさし

い自動車のこと。 

 

自自然然環環境境保保全全地地域域  奈良県自然環境保全条例第20

条に基づき、自然的社会的諸条件から見てその区域に

おける自然環境を保全することが特に必要な地域のこ

と。 
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自自然然共共生生ササイイトト    民間等の取組により結果的に生物

多様性の保全に貢献している区域（企業緑地、里地里

山、都市緑地）を環境省が自然共生サイトとして認定す

る仕組。令和５（2023）年度より正式認定を開始した。 

 

自自然然公公園園    自然公園法に基づいて指定された国立公

園、国定公園及び都道府県立自然公園をいい、優れた

自然の風景地を保護するとともに、その利用の増進を

図り、国民の保健休養の場として役立てることを目的と

している。 

 わが国の自然公園は、公園当局が土地を所有し、こ

れを一体的に整備管理する、いわゆる営造物公園とは

異なり、土地の所有に関係なく一定の素質条件を有す

る地域を公園として指定し、風致景観の保護のため公

用制限を行う、いわゆる地域制の公園である。 

 

自自然然林林  スギ、ヒノキその他の人工造林を代表する種

類の樹木と地域の特性に応じた種類の樹木が混交する

森林であって、自然の遷移により環境が維持されるも

の。※「奈良県森林環境の維持向上により森林と人と

の恒久的な共生を図る条例」における定義。 

 

自自動動車車リリササイイククルル法法（（使使用用済済自自動動車車のの再再資資源源化化等等にに関関

すするる法法律律））    自動車製造業者を中心とした関係者に適

切な役割分担を義務付けることにより使用済自動車の

リサイクル・適正処理を図るため、平成14（2002）年に制

定。 

 

シシナナジジーー（（相相乗乗効効果果））  二つ以上の要因が同時に働い

て、個々の要因がもたらす以上の結果を生じること。  

 

シシナナリリオオ  複数の可能性をあらかじめ想定して、その

もとで気候変動がどう推移するかを描いた筋書きのこと。

IPCCの第5次評価報告書では、2100年頃の温室効果ガ

スの 大気中濃度のレベルとそこに至るまでの経路を仮

定した代表的濃度経路（RCP）シナリオが採用されてた。

第6次評価報告書では、将来の社会経済の発展の傾向

を仮定した共有社会経済経路（SSP）シナリオと放射強

制力を組み合わせたシナリオが採用されている。 

 

ジジビビエエ    フランス語で、狩猟で捕獲した野生鳥獣やそ

の肉のこと。奈良県ではジビエを安心して食べることが

できるように、県内で捕獲され、法令を遵守した施設で

食用に処理されたイノシシとニホンジカの肉を「ならジビ

エ」と名付けている。 

 

循循環環型型社社会会  平成12（2000）年6月に、循環型社会の形

成に向けた基本的な枠組みとなる法律として、「循環型

社会形成推進基本法」が制定された。循環型社会とは、

まず廃棄物等の発生が抑制され、次に循環資源の循

環的な利用（再使用・再生利用・熱回収） が促進され、

及びやむを得ず廃棄物として処分するものの適正な処

分が確保されることによって、天然資源の消費が抑制さ

れ、環境への負荷ができる限り低減される社会をいう。

従来の「大量生産・大量消費・大量廃棄」型の社会から

脱却し、「最適生産・最適消費・最少廃棄」社会への変

換が求められている。 

 

循循環環共共生生型型社社会会  国の第六次環境基本計画が目指

す持続可能な社会のこと。具体的には、環境を基盤と

し、環境を軸とした環境・経済・社会の統合的向上への

高度化を図り、環境収容力を守り環境の質を上げること

によって経済社会が成長・発展できる文明社会のこと。  

  

循循環環経経済済（（ササーーキキュュララーーエエココノノミミーー））    従来の３Ｒの取

組に加え、資源投入量・消費量を抑えつつ、ストックを

有効活用しながら、サービス化等を通じて付加価値を

生み出す経済活動であり、資源・製品の価値の最大化、

資源消費の最小化、廃棄物の発生抑止等を目指すも

の。 

  

浄浄化化槽槽    生活排水のうち、し尿（水洗トイレ汚水） と、

台所や風呂、洗濯などの生活雑排水を、微生物の働き

により浄化処理する装置。し尿のみを処理する「単独処

理浄化槽」（生活雑排水は未処理で放流） と、生活雑

排水もあわせて処理する「合併処理浄化槽」の2種類が

あるが、平成13（2001）年度の浄化槽法の改正等によっ

て、単独処理浄化槽の新設は実質的に禁止されている

ため、現在では浄化槽といえば合併処理浄化槽を意味

するようになっている。水質汚濁の原因として生活排水
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の影響が大きくなり、下水道の整備等と並んで、浄化槽

の普及が求められている。 

 

小小水水力力発発電電    「小水力発電」について厳密な定義はな

いが、出力10,000kW～30,000kW以下を「中小水力発電」

と呼ぶことが多く、また「新エネルギー利用等の促進に

関する特別措置法（新エネ法）」の対象のように出力

1,000kW以下の比較的小規模な発電設備を総称して

「小水力発電」と呼ぶこともある。 

 

食食品品リリササイイククルル  食品の売れ残りや食べ残し、製造・

加工・調理の過程に応じて生じた「くず」等の食品廃棄

物等を飼料や肥料等への利用、熱回収等の再生利用

すること。 

 

食食品品ロロスス    本来食べられるにも関わらず、食品の生

産・製造、流通、販売、消費の各段階において、日常的

に捨てられる食べ物のこと。 

 

森森林林のの４４機機能能    森林環境の維持向上の施策を総合的

かつ体系的に推進する観点から、森林の有する多面的

機能を以下の4つに区分した機能。 

①森林資源生産機能･･･木材、木の実、きのこ類等の

食材、漆等の工芸品の原料、清浄な水等の森林資源を

持続的に供給する機能並びに温室効果ガスの吸収及

び排出の抑制作用により地球温暖化の防止に寄与す

る機能。 

②防災機能･･･土砂の流出又は崩壊その他の災害の防

止機能及び水の貯留・かん養機能により森林が県土を

保全する機能 

③生物多様性保全機能･･･様々な生態系が存在するこ

と並びに生物の種間及び種内に様々な差異が存在す

ることを保全する機能並びにそれにより自然環境を持

続的に保全する機能。 

④レクリエーション機能･･･レクリエーション、スポーツ、

教養文化活動、休養等を森林において行うことにより身

体的及び精神的な健康を回復し、日常生活の向上への

活力を獲得する機能。 

※「奈良県森林環境の維持向上により森林と人との恒

久的な共生を図る条例」における定義。 

スス  

水水源源かかんん養養機機能能    森林の持つ公益的機能の一つで、

地表の落葉や地中の根っこ等の活動により、雨水の貯

留能力を増大させ、雨水等の河川への流出を平準化し、

またその流出の過程で水質を浄化する機能のこと。 

  

スストトッッププ温温暖暖化化推推進進員員    「地球温暖化対策の推進に関

する法律」第37条に基づき、知事が委嘱。推進員は、市

町村及びNPO等と協働しながら、地球温暖化防止の取

組について、県民への啓発活動等を行っている。 

 

セセ  

生生態態系系ササーービビスス   生きものや生態系が人間にもたらし

てくれるさまざまな「自然の恵み」のこと。生態系サービ

スには、次の4つのサービスがある。 

①供給サービス：食料、水、木材、繊維、薬品、燃料な

ど私たちの生活そのものを支えるもの。 

②調整サービス：気候の安定や水質の浄化、災害防止

など生活環境を調整するもの。 

③文化的サービス：レクリエーションや精神的な恩恵を

与えてくれるもの。 

④基盤サービス：水の循環、光合成による酸素の生産

など他の生態系サービスの基盤となるもの 

 

生生物物多多様様性性    生きものたちの豊かな個性とつながりの

こと。地球上の生きものは 40 億年という長い歴史の中

で、さまざまな環境に適応して進化し、3,000 万種ともい

われる多様な生きものが生まれた。これらの生命は一

つひとつに個性があり、全て直接、間接的に支えあって

生きている。生物多様性条約では、生態系の多様性・

種の多様性・遺伝子の多様性という 3 つのレベルで多

様性があるとしている。 

 

生生物物多多様様性性及及びび生生態態系系ササーービビススにに関関すするる政政府府間間科科学学  

政政策策ププララッットトフフォォーームム（（IIPPBBEESS））  生物多様性と生態系

サービスに関する動向を科学的に評価（アセスメント）し、

科学と政策のつながりを強化する政府間のプラットフォ

ームとして、平成 24（2012）年 4 月に設立された政府間
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組織。科学的評価、能力開発、知見生成、政策立案支

援の 4つの機能を柱としている。 

 

瀬瀬切切れれ    降雨が少なく河川の流量が少なくなり、その

状態が続くとやがて河床が露出して、流水が途切れて

しまう状態。瀬切れは、魚等水生生物の生息など生態

系や漁業、景観、レジャー等に悪影響を及ぼす。 

 

ソソ  

総総合合防防除除    あらかじめ病害虫・雑草の発生しにくい環

境を整え（輪作、抵抗性品種導入、土着天敵利用等）、

発生予察情報等の活用により、病害虫の発生状況に応

じて、天敵（生物的防除）や粘着板（物理的防除）等の

多様な防除方法を適切に組み合わせ、環境への負荷を

軽減しつつ化学農薬の使用量を必要最低限に抑え、経

済的な被害が生じるレベル以下に病害虫・雑草の発生

を抑制する防除体系のこと。 

 

タタ  

ダダイイオオキキシシンン類類    ポリ塩化ジベンゾパラジオキシン（Ｐ

ＣＤＤ）、ポリ塩化ジベンゾフラン（ＰＣＤＦ）及びコプラナ

ーポリ塩化ビフェニル（コプラナーＰＣＢ）の総称であり、

農薬の製造や物の燃焼等の過程において非意図的に

生成し、その毒性は、急性毒性、発ガン性、生殖毒性、

免疫毒性など多岐にわたっている。 

 ＰＣＤＤは75種類、ＰＣＤＦは135種類、コプラナーＰＣＢ

には14種類の異性体が存在し、その有害性はこれら異

性体の中で最強の毒性を有する2,3,7,8－ＴＣＤＤの毒性

に換算し、毒性等量（TEQ）として表示される。 

 

太太陽陽熱熱利利用用シシスステテムム  太陽熱利用システムは「再エネ」

の一つで、太陽の熱を使って温水や温風を作り、給湯

や冷暖房に利用するシステムのこと。 

 

立立ちち枯枯れれ    元気よく育成していた草木が立ったまま枯

れること。原因ははっきりしないが、傷ついた蔓などに

病原菌がついたり、湿度や高温が影響し、何らかの生

理障害をおこすと考えられている。 

脱脱炭炭素素社社会会構構築築アアドドババイイザザーー  「CO2削減アドバイザ

ー」と「環境アドバイザー」を合わせた呼び方。「CO2削

減アドバイザー」とは、環境の専門家として、事業所の

CO2削減（省エネ、コスト削減）等に関するアドバイスを

行う者のこと、また、「環境アドバイザー」とは、、環境の

専門家として、市町村や各種団体に対して、地域におけ

る環境の保全及び創造に関する自発的な活動におい

て助言等を行う者のこと。両アドバイザーともに奈良県

の事業で奈良県内の派遣対象先に送られ活動する。 

 

チチ  

地地域域環環境境保保全全推推進進員員  県内における廃棄物の不法投

棄等の早期発見早期対応を図り、また廃棄物の適正処

理に対する県民意識の高揚により、生活環境の保全及

び公衆衛生の向上のため、平成5（1993）年度から地域

環境保全推進員制度を開始。推進員は、市町村長の推

薦に基づき、知事が委嘱。  

  

地地球球温温暖暖化化  二酸化炭素、メタン、一酸化炭素などの

温室効果ガスの増加によって地球の気温が高まること。 

  

地地産産地地消消  地域で生産された農産物やエネルギー等

を、その生産された地域内で消費することをいう。輸送

エネルギーの節約や、地域経済の活性化などの効果

が期待できる。 

  

地地方方公公共共団団体体実実行行計計画画    「地球温暖化対策の推進に

関する法律」に基づき、地方公共団体は「地方公共団体

実行計画」を策定するものとされている。地方公共団体

実行計画は、大きく分けて 2 つの部分(「事務事業編」と

「区域施策編」)から構成される。 

 

長長期期優優良良住住宅宅  「長期優良住宅の普及の促進に関す

る法律（平成20（2008）年法律第87号）」に規定される、

長期にわたり良好な状態で使用するための措置を講じ

られた優良な住宅のこと。 

 

鳥鳥獣獣保保護護区区  鳥獣の保護の見地から、鳥獣の保護及

び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に基づき指
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組織。科学的評価、能力開発、知見生成、政策立案支

援の 4つの機能を柱としている。 

 

瀬瀬切切れれ    降雨が少なく河川の流量が少なくなり、その

状態が続くとやがて河床が露出して、流水が途切れて

しまう状態。瀬切れは、魚等水生生物の生息など生態

系や漁業、景観、レジャー等に悪影響を及ぼす。 

 

ソソ  

総総合合防防除除    あらかじめ病害虫・雑草の発生しにくい環

境を整え（輪作、抵抗性品種導入、土着天敵利用等）、

発生予察情報等の活用により、病害虫の発生状況に応

じて、天敵（生物的防除）や粘着板（物理的防除）等の

多様な防除方法を適切に組み合わせ、環境への負荷を

軽減しつつ化学農薬の使用量を必要最低限に抑え、経

済的な被害が生じるレベル以下に病害虫・雑草の発生

を抑制する防除体系のこと。 

 

タタ  

ダダイイオオキキシシンン類類    ポリ塩化ジベンゾパラジオキシン（Ｐ

ＣＤＤ）、ポリ塩化ジベンゾフラン（ＰＣＤＦ）及びコプラナ

ーポリ塩化ビフェニル（コプラナーＰＣＢ）の総称であり、

農薬の製造や物の燃焼等の過程において非意図的に

生成し、その毒性は、急性毒性、発ガン性、生殖毒性、

免疫毒性など多岐にわたっている。 

 ＰＣＤＤは75種類、ＰＣＤＦは135種類、コプラナーＰＣＢ

には14種類の異性体が存在し、その有害性はこれら異

性体の中で最強の毒性を有する2,3,7,8－ＴＣＤＤの毒性

に換算し、毒性等量（TEQ）として表示される。 

 

太太陽陽熱熱利利用用シシスステテムム  太陽熱利用システムは「再エネ」

の一つで、太陽の熱を使って温水や温風を作り、給湯

や冷暖房に利用するシステムのこと。 

 

立立ちち枯枯れれ    元気よく育成していた草木が立ったまま枯

れること。原因ははっきりしないが、傷ついた蔓などに

病原菌がついたり、湿度や高温が影響し、何らかの生

理障害をおこすと考えられている。 

脱脱炭炭素素社社会会構構築築アアドドババイイザザーー  「CO2削減アドバイザ

ー」と「環境アドバイザー」を合わせた呼び方。「CO2削

減アドバイザー」とは、環境の専門家として、事業所の

CO2削減（省エネ、コスト削減）等に関するアドバイスを

行う者のこと、また、「環境アドバイザー」とは、、環境の

専門家として、市町村や各種団体に対して、地域におけ

る環境の保全及び創造に関する自発的な活動におい

て助言等を行う者のこと。両アドバイザーともに奈良県

の事業で奈良県内の派遣対象先に送られ活動する。 

 

チチ  

地地域域環環境境保保全全推推進進員員  県内における廃棄物の不法投

棄等の早期発見早期対応を図り、また廃棄物の適正処

理に対する県民意識の高揚により、生活環境の保全及

び公衆衛生の向上のため、平成5（1993）年度から地域

環境保全推進員制度を開始。推進員は、市町村長の推

薦に基づき、知事が委嘱。  

  

地地球球温温暖暖化化  二酸化炭素、メタン、一酸化炭素などの

温室効果ガスの増加によって地球の気温が高まること。 

  

地地産産地地消消  地域で生産された農産物やエネルギー等

を、その生産された地域内で消費することをいう。輸送

エネルギーの節約や、地域経済の活性化などの効果

が期待できる。 

  

地地方方公公共共団団体体実実行行計計画画    「地球温暖化対策の推進に

関する法律」に基づき、地方公共団体は「地方公共団体

実行計画」を策定するものとされている。地方公共団体

実行計画は、大きく分けて 2 つの部分(「事務事業編」と

「区域施策編」)から構成される。 

 

長長期期優優良良住住宅宅  「長期優良住宅の普及の促進に関す

る法律（平成20（2008）年法律第87号）」に規定される、

長期にわたり良好な状態で使用するための措置を講じ

られた優良な住宅のこと。 

 

鳥鳥獣獣保保護護区区  鳥獣の保護の見地から、鳥獣の保護及

び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に基づき指
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定される地域のことで、環境大臣が指定する国指定鳥

獣保護区と、都道府県知事が指定する都道府県指定鳥

獣保護区の２種類がある。鳥獣保護区内においては、

狩猟が認められないほか、特別保護地区内においては、

一定の開発行為が規制される。 

 

テテ  

電電子子ママニニフフェェスストト    電子マニフェスト制度は、産業廃棄

物処理について、事務の効率化、法令遵守、データの

透明性確保などの観点から、マニフェスト情報を電子化

し、排出事業者、収集運搬事業者、処分業者の3者が情

報処理センター（廃棄物処理法に基づき国が指定）を介

したネットワークでやり取りする仕組みのこと。 

 

天天然然記記念念物物  学術上貴重でわが国の自然を記念する

ものとして、文化財保護法に基づき指定された動物、植

物、地質・鉱物及びそれらに富む地域のこと。 

 

天天然然林林  地域の特性に応じた種類の樹木が自然に生

成することにより環境が維持される森林。※「奈良県森

林環境の維持向上により森林と人との恒久的な共生を

図る条例」における定義。 

 

トト  

特特定定希希少少野野生生動動植植物物    奈良県希少野生動植物の保

護に関する条例に基づき指定される希少野生動植物の

うち、特に保護を図る必要があると認められる種のこと

をいう。特定希少野生動植物の生きている個体は、捕

獲、採取、殺傷又は損傷が原則禁じられる。 

 

特特定定鳥鳥獣獣管管理理計計画画  科学的で計画的な鳥獣の保護又

は管理に係る中長期的な目標や対策を設定する計画

を特定計画といい、これに基づいて、鳥獣の適切な個

体群管理の実施、鳥獣の生息地の整備、鳥獣による被

害の防除等、様々な手段が講じられる。 

この特定計画のうち、生息数の著しい増加や生息範囲

の拡大が認められる鳥獣の管理に関する計画を特定

鳥獣管理計画という。 

都都市市公公園園    都市公園法に定められた公園または緑地

のことであり、国または地方公共団体が設置するもの

で都市計画施設であるもの、あるいは地方公共団体が

都市計画区域内に設置するもの。 

 

トトレレーーササビビリリテティィーー  製品の生産、加工および流通の

特定の一つまたは複数の段階を通じて、製品の移動を

把握できること。 

 

ナナ  

ナナララ枯枯れれ    カシノナガキクイムシ（カシナガ）が媒介す

るナラ菌により、ミズナラ等が集団的に枯損すること。  

  

奈奈良良県県地地球球温温暖暖化化防防止止活活動動推推進進セセンンタターー    「地球温

暖化対策の推進に関する法律」第38条により定められ

たセンターで、平成18（2006）年3月に奈良県知事により

指定された。主な業務は地球温暖化防止に関する「啓

発・広報活動」、「活動支援」、「照会・相談活動」、「調

査・研究活動」、「情報提供活動」など。 

 

奈奈良良県県環環境境県県民民フフォォーーララムム    環境保全活動を積極的

に行っている県民団体や企業等で構成し、相互の意見

や情報交換を通じて、それぞれの団体等の活動をステ

ップアップするとともに、環境保全活動の先導的役割を

果たすことを目的として平成9（1997）年8月に発足した。 

 

奈奈良良県県森森林林環環境境税税    県土の保全、水源のかん養など

県民が享受している森林の幅広い公益的機能を考慮

し、森林環境の保全と森林を全ての県民で守り育てる

意識の醸成に関する施策の費用を県民全体で幅広く負

担していただくという考え方に基づき、県民税に一定額

の税を上乗せする「超過課税」という方法により課税さ

れいる税のこと。 

 

ニニ  

二二酸酸化化硫硫黄黄（（SSOO22））  石油や石炭などの硫黄分を含ん

だ燃料の燃焼により発生する。呼吸器への悪影響があ

り、四日市ぜんそくなどの原因となったことで知られる。 
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二二酸酸化化窒窒素素（（NNOO22））    空気中や燃料中の窒素分の燃焼

などによって生成され、酸性雨や光化学スモッグの原

因となる。二酸化窒素（NO２）は高濃度で呼吸器に悪影

響を与えるため、環境基準が設定されている。主な発

生源は、自動車、工場の各種燃焼施設、ビルや家庭の

暖房器具など広範囲にわたる。発生時には、一酸化窒

素（NO）が大部分を占めるが、大気中で一部が酸化さ

れ、二酸化窒素となる。そのため、大気汚染の原因物

質としては、一酸化窒素と二酸化窒素を合わせて窒素

酸化物としている。 

 

ネネ  

ネネイイチチャャーー・・ポポジジテティィブブ    令和2（2020）年をベースライ

ンとして、令和12（2030）年までに自然の損失を止め回

復軌道に乗せること。 

ハハ  

ババイイオオププララススチチッックク   植物などの再生可能な有機資源

を原料とするバイオマスプラスチックと微生物等の働き

で最終的に二酸化炭素と水にまで分解する生分解性プ

ラスチックの総称。  

 

ババイイオオママスス    生物資源（bio）の量（mass）を表す言葉で

あり、「再生可能な、生物由来の有機性資源（化石燃料

は除く）」のことを呼ぶ。 

 

パパリリ協協定定  平成27（2015）年11月30日から12月13日に

わたり、フランスのパリにおいて国連気候変動枠組条

約第21回締約国会議（COP21）が開催され、2020年以

降の地球温暖化対策の法的枠組みを定めた「パリ協定」

が採択された。「パリ協定」は、産業革命前からの気温

上昇を2.0度未満に押さえるとともに、1.5度未満に収ま

るよう努力することを目的としており、CO2等削減目標を

国連に報告することや、目標を達成するための国内対

策の実施などを義務づけている。ただし、削減目標の

達成自体は義務づけられていない。 

 

 

ヒヒ  

微微小小粒粒子子状状物物質質（（PPMM22..55））    大気中に浮遊している 2.5μ

m（1μm は 1mm の千分の 1）以下の小さな粒子のこと

で、従来から環境基準を定めて対策を進めてきた浮遊

粒子状物質（SPM：10μm 以下の粒子）よりも小さい。

PM2.5は非常に小さいため（髪の毛の太さの 1/30 程度）、

肺の奥深くまで入りやすく、呼吸器系への影響に加え、

循環器系への影響が心配されている。 

 

フフ  

フフーードドドドラライイブブ  家庭で使わない食品を持ち寄り、フー

ドバンクを通じて、食品を必要としているこども食堂や社

会福祉施設等へ寄付する取組のこと。  

 

フフーードドババンンクク  食品企業の製造工程で発生する規格外

品などを引き取り、福祉施設等へ無償で提供する活動

のこと。 

  

浮浮遊遊粒粒子子状状物物質質（（SSPPMM  ：：  SSuussppeennddeedd  PPaarrttiiccuullaattee  

MMaatttteerr））  浮遊粉じんのうち、その粒径が10μm以下の

ものをいう。燃料や廃棄物の燃焼によって発生したもの

や、砂塵、森林火災の煙、火山灰などがある。大気中に

長時間滞留し、肺や器官に沈着するなどして呼吸器に

影響を与える。 

 

フフロロンン    メタン、エタンなどの炭化水素の水素原子の

一部、または全部をフッ素原子と塩素原子で置換したフ

ルオロカーボンの略称。大気中に放出、蓄積されたフロ

ンが、太陽の紫外線によって分解された塩素元素を生

じ、地球のオゾン層を破壊する。様々な種類があり、従

来からフロン11、12、113、114、115の5種類が特定フロ

ンとされている。 

 

へへ  

ペペロロブブススカカイイトト太太陽陽電電池池    薄くて、軽く、柔軟であるなど、

現在広く使われているシリコン系太陽電池にはない特

性から、これまでの技術では設置が難しかった場所に
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二二酸酸化化窒窒素素（（NNOO22））    空気中や燃料中の窒素分の燃焼

などによって生成され、酸性雨や光化学スモッグの原

因となる。二酸化窒素（NO２）は高濃度で呼吸器に悪影

響を与えるため、環境基準が設定されている。主な発

生源は、自動車、工場の各種燃焼施設、ビルや家庭の

暖房器具など広範囲にわたる。発生時には、一酸化窒

素（NO）が大部分を占めるが、大気中で一部が酸化さ

れ、二酸化窒素となる。そのため、大気汚染の原因物

質としては、一酸化窒素と二酸化窒素を合わせて窒素

酸化物としている。 

 

ネネ  

ネネイイチチャャーー・・ポポジジテティィブブ    令和2（2020）年をベースライ

ンとして、令和12（2030）年までに自然の損失を止め回

復軌道に乗せること。 

ハハ  

ババイイオオププララススチチッックク   植物などの再生可能な有機資源

を原料とするバイオマスプラスチックと微生物等の働き

で最終的に二酸化炭素と水にまで分解する生分解性プ

ラスチックの総称。  

 

ババイイオオママスス    生物資源（bio）の量（mass）を表す言葉で

あり、「再生可能な、生物由来の有機性資源（化石燃料

は除く）」のことを呼ぶ。 

 

パパリリ協協定定  平成27（2015）年11月30日から12月13日に

わたり、フランスのパリにおいて国連気候変動枠組条

約第21回締約国会議（COP21）が開催され、2020年以

降の地球温暖化対策の法的枠組みを定めた「パリ協定」

が採択された。「パリ協定」は、産業革命前からの気温

上昇を2.0度未満に押さえるとともに、1.5度未満に収ま

るよう努力することを目的としており、CO2等削減目標を

国連に報告することや、目標を達成するための国内対

策の実施などを義務づけている。ただし、削減目標の

達成自体は義務づけられていない。 

 

 

ヒヒ  

微微小小粒粒子子状状物物質質（（PPMM22..55））    大気中に浮遊している 2.5μ

m（1μm は 1mm の千分の 1）以下の小さな粒子のこと

で、従来から環境基準を定めて対策を進めてきた浮遊

粒子状物質（SPM：10μm 以下の粒子）よりも小さい。

PM2.5は非常に小さいため（髪の毛の太さの 1/30 程度）、

肺の奥深くまで入りやすく、呼吸器系への影響に加え、

循環器系への影響が心配されている。 

 

フフ  

フフーードドドドラライイブブ  家庭で使わない食品を持ち寄り、フー

ドバンクを通じて、食品を必要としているこども食堂や社

会福祉施設等へ寄付する取組のこと。  

 

フフーードドババンンクク  食品企業の製造工程で発生する規格外

品などを引き取り、福祉施設等へ無償で提供する活動

のこと。 

  

浮浮遊遊粒粒子子状状物物質質（（SSPPMM  ：：  SSuussppeennddeedd  PPaarrttiiccuullaattee  

MMaatttteerr））  浮遊粉じんのうち、その粒径が10μm以下の

ものをいう。燃料や廃棄物の燃焼によって発生したもの

や、砂塵、森林火災の煙、火山灰などがある。大気中に

長時間滞留し、肺や器官に沈着するなどして呼吸器に

影響を与える。 

 

フフロロンン    メタン、エタンなどの炭化水素の水素原子の

一部、または全部をフッ素原子と塩素原子で置換したフ

ルオロカーボンの略称。大気中に放出、蓄積されたフロ

ンが、太陽の紫外線によって分解された塩素元素を生

じ、地球のオゾン層を破壊する。様々な種類があり、従

来からフロン11、12、113、114、115の5種類が特定フロ

ンとされている。 

 

へへ  

ペペロロブブススカカイイトト太太陽陽電電池池    薄くて、軽く、柔軟であるなど、

現在広く使われているシリコン系太陽電池にはない特

性から、これまでの技術では設置が難しかった場所に
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も導入できるものとして期待が高まっている。 

 

ホホ  

保保安安林林    水源かん養や土砂流出防備など森林の公益

的機能を発揮させるために伐採の方法を規制するなど、

特別に管理されている森林のこと。 

 

ホホッットトススポポッットト    奈良県レッドデータブックにおいて、生

物多様性保全上注目される地域のこと。 

 

ママ  

ママイイククロロププララススチチッックク  5mm未満の小さなプラスチック

のこと。マイクロプラスチックには、レジンペレットなどの

最初から小さなサイズで製品に使われているプラスチッ

クと、大きなサイズのプラスチック製品が、使用中に摩

耗や紫外線、風、波などの影響で劣化し、微細化したプ

ラスチックがある。マイクロプラスチックが魚などに取り

込まれ、生態系に何らかの影響を与えることが懸念さ

れており、また、一度環境中にマイクロプラスチックが流

出してしまうと回収することが困難になる。そのため、陸

上での発生抑制や流出防止、代替素材の開発などの

対策に取り組むことが重要とされている。  

 

ママテテリリアアルルリリササイイククルル（（材材料料再再生生））  廃棄物を回収し、

製品の原材料として再生利用すること。 

 

ママツツ枯枯れれ    マツノマダラカミキリが、マツノザイセンチュ

ウ（線虫）を媒介し、カミキリの成虫がマツの枝葉を食べ

る際に、付着した線虫が傷口からマツの樹体内に侵入

し、水分の流動を妨げることで枯れてしまうこと。 

  

モモ  

木木質質ババイイオオママスス     「バイオマス」とは、生物資源（bio）

の量（mass）を表す言葉であり、「再生可能な、生物由

来の有機性資源（化石燃料は除く）」のことを呼ぶ。その

なかで、木材からなるバイオマスのことを「木質バイオ

マス」という。木質バイオマスには、主に、樹木の伐採

や造材のときに発生した枝、葉などの林地残材、製材

工場などから発生する樹皮やのこ屑などのほか、住宅

の解体材や街路樹の剪定枝などの種類がある。一口に

木質バイオマスといっても、発生する場所（森林、市街

地など）や状態（水分の量や異物の有無など）が異なる

ため、それぞれの特徴にあった利用を進めることが重

要である。 

 

モモビビリリテティィ  可動性、移動性、機動性等を意味する英

単語であり、近年、移動手段等の意味を含む用語として

使用されている。 

 

リリ  

リリササイイククルル（（再再生生利利用用））  廃棄物等を原材料として再利

用すること。焼却してその熱エネルギーを利用するサー

マルリサイクルと、素材（材料）として再利用するマテリ

アルリサイクル、熱あるいは化学反応により分解し、燃

料又は化学原料として再利用するケミカルリサイクルが

ある。 

  

レレ  

歴歴史史的的風風土土特特別別保保存存地地区区    昭和41（1966）年4月15日

に地方公共団体から国会・政府に対する要望によって

「古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法」

が施行された。歴史的風土保存区域が指定され、この

うち歴史的風土の保存上枢要な部分を構成している地

域を、歴史的風土特別保存地区に定めている。 

 

  

レレッッドドデデーータタブブッックク  国際自然保護連合（IUCN）が世界

各国の専門家の協力によって作成した絶滅のおそれの

ある種のリストや、生態、圧迫要因等を取りまとめた資

料集のこと。 

わが国においても、環境省が専門家の協力を得て、平

成3（1991）年に初めて、「日本の絶滅のおそれのある野

生生物-レッドデータブック-」を発刊し、その後順次改訂

版を発刊している。 
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奈良県においても、県内各地域の自然特性を明らかに

し、県民に郷土愛の高揚や自然保護思想の普及啓発を

図るため、「奈良県版レッドデータブック」を作成し、2006

年に脊椎動物編、2008年に植物・昆虫類編を発刊し、

2016年に改訂版を作成した。 

 

レレジジリリエエンンスス  自然災害や気候変動などに対して、社

会的システムや生態的システムが回復する力を示す概

念のこと。一般用語としては困難などに遭遇したときに

回復する力を指し、心理学などの分野でも使われてき

たが、近年になって防災・環境などの分野で使われるよ

うになった。 

 

そそのの他他  

BBOODD  （（BBiioocchheemmiiccaall  OOxxyyggeenn  DDeemmaanndd  生生物物化化学学的的酸酸素素

要要求求量量））  溶存酸素の存在下で、水中の有機物質など

が生物化学的に酸化・分解される際に消費される酸素

量。数値が大きくなるほど汚濁している。河川の水質汚

濁の一般指標として用いられる。 

  

EEVV  （（EElleeccttrriicc  VVeehhiiccllee  電電気気自自動動車車））    バッテリー（蓄電

池）に蓄えた電気でモーターを回転させて走る自動車の

こと。 

 

FFCCVV  （（FFuueell  CCeellll VVeehhiiccllee  燃燃料料電電池池自自動動車車））    充填した

水素と空気中の酸素を反応させて、燃料電池で発電し、

その電気でモーターを回転させて走る自動車のこと。 

 

GGXX  （（GGrreeeenn  TTrraannssffoorrmmaattiioonn  ググリリーーンン・・トトラランンススフフォォーーメメ

ーーシショョンン））  化石燃料をできるだけ使わず、クリーンな

エネルギーを活用していくための変革やその実現に向

けた活動のこと。  

 

JJｰーククレレジジッットト   省エネルギー設備の導入や再生可能エ

ネルギーの利用によるCO2等の排出削減量や、適切な

森林管理によるCO2等の吸収量を、国が「クレジット」と

して認証したもの。このクレジットは、売買が可能で、ク

レジットの購入者は、クレジットを使用し、自身の排出量

をオフセット（埋め合わせ）することなどができる。 

NNPPOO  （（NNoonn--PPrrooffiitt  OOrrggaanniizzaattiioonn  民民間間非非営営利利組組織織））  

利益を得ることを目的とする組織である企業とは異なり、

利益を関係者に分配しない、社会的な使命の実現を目

指して活動する組織や団体のこと。 

 

OOEECCMM  （（OOtthheerr  EEffffeeccttiivvee  aarreeaa--bbaasseedd  CCoonnsseerrvvaattiioonn  

MMeeaassuurreess  保保護護地地域域以以外外でで生生物物多多様様性性保保全全にに資資すするる

地地域域））   保護地域以外の生物多様性保全に資する地

域のこと。日本独自の基準の自然共生サイト認定地の

一部は、OECM として国際データベースに登録され、

30by30 に組み込まれる。 

 

PPCCBB  （（ポポリリ塩塩化化ビビフフェェニニルル））  絶縁性、不燃性等の特

質を有する主に油状の物質であり、トランス、コンデン

サ等の電気機器を始め幅広い用途に使用されてきたが、

その毒性が社会問題化し、昭和47（1972）年以降製造

は行われていない。 

PCB廃棄物については、長期にわたり処分されていな

い状況にあるため、確実かつ適正な処理を推進するこ

とを目的として、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処

理の推進に関する特別措置法」が制定（平成13（2001 

）年6月）され、環境事業団（平成26（2014）年12月24日よ

り中間貯蔵・環境安全事業株式会社）による拠点処理

施設での廃PCBの処理が進められている。 

 

PPFFAASS  （（有有機機フフッッ素素化化合合物物））  

有機フッ素化合物のうち、ペルフルオロアルキル化合

物及びポリフルオロアルキル化合物を総称したもので

あり、１万種類以上の物質があるとされる。中でも、

PFOS（ペルフルオロオクタンスルホン酸）及びPFOA（ペ

ルフルオロオクタン酸）は、幅広い用途で使用されてき

た。これらの物質は、難分解性、高蓄積性、長距離移動

性という性質があるため、国内で規制やリスク管理に関

する取組が進められている。  

PPHHEEVV  （（PPlluugg--iinn  HHyybbrriidd  EElleeccttrriicc  VVeehhiiccllee  ププララググイインンハハイイ

ブブリリッッドド車車））    搭載したバッテリー（蓄電池）に外部から

給電できるハイブリッド車のこと。バッテリー（蓄電池）に

蓄えた電気でモーターを回転させるか、ガソリンでエン

ジンを動かして走る。 
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PPPPAA  （（PPoowweerr  PPuurrcchhaassee  AAggrreeeemmeenntt  電電力力購購入入契契約約モモデデ

ルル））  事業者が初期費用を負担して、住宅や事業所に

太陽光発電を設置し、発電した電力を建物の所有者等

に販売することで初期費用を回収するため、建物所有

者は初期費用なしで太陽光発電を設置できるもの。 

 

ＰＰＲＲＴＴＲＲ  （（PPoolllluuttaanntt  RReelleeaassee  aanndd  TTrraannssffeerr  RReeggiisstteerr））  

化学物質の環境への排出量、廃棄物に含まれての移

動量等を事業者の報告や推計に基づいて行政庁が把

握し、集計し、公表する制度。 

 

SSBBTTss  ffoorr  NNaattuurree（（SScciieennccee  BBaasseedd  TTaarrggeettss  ffoorr  NNaattuurree））    

バリューチェーン上の水・生物多様性・土地・海洋が相

互に関連するシステムに関して、企業等が地球の限界

内で、社会の持続可能性目標に沿って行動できるよう

にする、利用可能な最善の科学に基づく、測定可能で

行動可能な期限付きの目標のこと。 

 

SSDDGGss  （（ＳＳｕｕｓｓｔｔａａｉｉｎｎａａｂｂｌｌｅｅ  ＤＤｅｅｖｖｅｅｌｌｏｏｐｐｍｍｅｅｎｎｔｔ  ＧＧｏｏａａｌｌｓｓ  持持続続

可可能能なな開開発発目目標標））  平成 13（2001）年に策定されたミレ

ニアム開発目標（MDGｓ）の後継として、平成 27（2015）

年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開発の

ための 2030 アジェンダ」にて記載された令和 12（2030）

年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標で

ある。17のゴール・169のターゲットから構成され、地球

上の「誰一人取り残さない（leave no one behind）」ことを

誓っている。 

 

TTNNFFDD  （（TTaasskkffoorrccee  oonn  NNaattuurree--rreellaatteedd  FFiinnaanncciiaall  

DDiisscclloossuurreess    自自然然関関連連財財務務情情報報開開示示タタススククフフォォーースス））  

企業が自然への依存、自然に与えるインパクト、リスク

や機会を開示するための国際的な枠組みのこと。 

 

VV22HH  （（VVeehhiiccllee  ttoo  HHoommee））  EVやPHEVから家庭へ電力

を供給する設備。災害時や停電時において系統から電

力が供給されなくなった際も、2～4日程度の家庭での

消費電力を、EVからの電力のみで賄うことができる。  

ZZEEBB  （（NNeett  ZZeerroo  EEnneerrggyy  BBuuiillddiinngg））    快適な室内環境を

実現しながら、建物で消費する年間の一次エネルギー

の収支をゼロにすることを目指した建物のこと。 

ZZEEHH  （（NNeett  ZZeerroo  EEnneerrggyy  HHoouussee））    外皮の断熱性能等を

大幅に向上させるとともに、高効率な設備システムの導

入により、室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネル

ギーを実現したうえで、再生可能エネルギー等を導入

することにより、年間の一次エネルギー消費量の収支

をゼロとすることを目指した住宅のこと。 

 

33RR  （（RReedduuccee,,  RReeuussee,,  RReeccyyccllee））   リデュース（Reduce 

発生抑制）、リユース（Reuse 再使用）、リサイクル

（Recycle 再生利用）について、3つの頭文字をとって表

したもの。リデュースは、再利用しやすい製品の設計や、

過剰包装の抑制等により、廃棄物の発生を減らすこと。

リユースは、使用済みの製品等について、全部又は一

部をそのまま繰り返し使用すること。リサイクルは、使

用済みの製品等について、原材料等として再利用する

こと。 

 

3300  bbyy  3300  （（ササーーテティィ・・ババイイ・・ササーーテティィーー））  令和12（2030）

年までに陸域の30％と海域の30％を保全・保護を目指

す目標のこと。国は令和4（2022）年3月に30by30ロード

マップを公表している。 

 

33001100  運運動動（（ささんんままるるいいちちままるるううんんどどうう））   宴会時の食

品ロスを減らすためのキャンペーン。乾杯からの30分

間とお開き前の10分間は自分の席で料理を楽しみ、食

べ残しを減らそうと呼び掛けることから「3010運動」と名

付けられた。 

 


